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１．推進計画に関する基本的事項 

⑴ 目的 

この計画は、「第二次いちき串木野市行政改革大綱」の実施計画であり、行政改革の具体的

な取組を計画的に推進するための指標とするものです。 

 

⑵ 推進期間 

      この計画の推進期間は、第二次いちき串木野市行政改革大綱の推進期間に合わせて、平成

23年度から平成27年度までの5年間とします。 

 

⑶ 進行管理 

  この計画における実施項目については、毎年度進捗状況を検証することとし、必要に応じ

実施年度や具体的取組内容等の変更を行うなど、弾力的な運用を図ることとします。 

 

⑷  公表 

この計画の推進に当たっては、毎年度進捗状況を広く市民に公表します。 

 

２．行政改革大綱における基本方針 

⑴ 効率的で無駄のないスリムな行政経営の推進 

社会経済情勢の変化を的確に捉え、施策の内容及び手法を見直しながら、事務事業の整理、

組織機構の合理化を図り、職員の定員管理の適正化に努めます。 

また、研修等を通じて、職員の意識改革、資質向上を図るなど総合的な人材育成に努める

とともに、情報セキュリティの確保に十分留意しながら電子自治体を推進し、最小の経費で

最大の効果を上げられるよう、効率的で無駄のないスリムな行政経営を推進します。 

 

⑵ 持続可能な財政基盤の構築 

   地域経済の低迷、地方分権の推進等により、依然として厳しい財政状況にあることから、

積極的に新たな財源の確保に努めるとともに、経費の節減、事務事業や補助金制度の見直し

等を行い、限られた財源による効率的な財政運営を推進します。 

 また、平成 23年度からの 5 年間が本市の将来を見据えた財政構造への転換を図るために重

要な期間として位置付けられることから、将来における本市の基盤を成す事業への取組も重

要性を増すため、優先度・必要性等を考慮しながら事業を選択し実施するなど、経費削減優

先の改革ではなく、調和の取れた行政改革を進めます。 

 併せて、地方公営企業、地方公社等のより一層の経営健全化を図るため、経営改善に積極

的に取り組みます。 

Ⅰ 推進計画に関する基本的事項及び行政改革大綱における基本方針 
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⑶ 市民サービスの向上と共生・協働の推進 

   知恵と工夫により、便利さ、わかりやすさ、親切さが実感できる市民の視点に立った質の

高い行政サービスの提供に努めます。 

   また、市民と行政が目的を共有し、知恵を出し合い、協働して公共サービスを担う仕組み

の構築に努めるなど、市民との共生・協働を積極的に推進するとともに、パブリック・コメ

ント制度等の活用を進め、多様化する市民ニーズに適切に対応します。 
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番 号 １．１．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
対前年度（4月1日)比較

前年度退職　11人
採用　　　 　　  6人
                (△5
人）
普通退職

前年度退職 　 7人
採用(予定） 　  2人
　　　　　　 （△5人）

前年度退職 　 8人
採用(予定） 　  2人
　            （△6人）

前年度退職 　 7人
採用(予定） 　  2人
　            （△5人）

前年度退職 　 8人
採用(予定） 　  2人
　            （△6人）

効果額（千円） 36,500 73,000 116,800 153,300 197,100

番 号 １．１．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
・雇用の必要性
　人数の見直し
・雇用条件の見
　直し

効果額（千円） － － － － －

番 号 １．１．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

・報酬等審議会
　開催

効果額（千円） 2,455 2,455 1,862 1,032 1,032

特別職の給与の適正化

年度計画

総務課

総務課

臨時職員等の適正な活用

定員適正化を図ることに伴い、臨時職員等
の適正な活用を図るとともに、雇用条件等
の見直しについても協議する。

総務課

定員適正化計画の推進

事務処理の効率化、既存事業の廃止・縮
小、組織の見直し等の定員適正化計画の
基本目標に基づき定員の適正化を図る。

①定員適正化計画の推進
②運用

【目標】
 H22.4.1　　　　363人
　　　　　↓
 H27.4.1　　　　323人

１　効率的で無駄のないスリムな行政経営の推進

１．１　定員管理及び給与の適正化

①雇用の必要性、雇用数の見直
　  しに向けたヒアリングの実施
②雇用条件の見直し

年度計画

市長等特別職の給与については、毎年、
特別職報酬等審議会に諮問し、適正化に
努める。

①特別職報酬等審議会の定期開
　 催
②議員報酬及び各種委員報酬の
　 検討

年度計画 ・本則4％改定（3役）
・独自カット
　　市　 長  10％
　　副市長   5％
　　教育長　 1％

Ⅱ 推進計画
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番 号 １．１．４ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

･制度の改正
・管理職手当の
  縮減

効果額（千円） 3,310 3,204 3,097 0 0

番 号 １．１．５ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
運用

時差出勤制度の
試行

実施

効果額（千円） 1,088 1,088 1,088 1,088 1,088

番 号 １．１．６ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

実施

効果額（千円） － － － － －

総務課

給与の適正化

現在、自律的労使関係制度が検討されて
いるところであり、人事院勧告又は県人事
委員会勧告に準じた給与制度の改正に努
める。

①給与制度改正
②管理職手当の縮減

事務の効率化、職員の適正配置等によ
り、時間外勤務の縮減に努める。ノー残業
デーの徹底を図るとともに、時差出勤制度
を導入する。

①時間外勤務等縮減指針の運用
②ノー残業デーの徹底
③時差出勤制度の導入

年度計画

年度計画
△8,900円×12月
　　　　　　×受給者数
（平成25年度まで）

総務課

時間外勤務手当の縮減

年度計画

総務課

定員及び給与等の公表

職員の定数及び給与状況について、透明
性を高め,市民の理解を得られるよう、わか
りやすい工夫を講じ公表する。

①定員及び給与の状況について
　 広報紙・ホームページで公表
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番 号 １．２．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

・見直し方針の
 策定
・再編・整備

効果額（千円） 535 1,070 1,605 2,140 2,140

番 号 １．２．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

・導入の検討

実施

効果額（千円） － － － － －

番 号 １．２．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

・取り組みの検
  討

効果額（千円） － － － － －

組織機構等改革部会

組織機構の再編・整備

「組織機構見直し方針」に基づき、効率的・
効果的な見直しを行う。

①組織機構見直し方針に基づく見
　 直し

年度計画

組織機構等改革部会

グループ制の検討

年度計画

共同実施できる事業の広域化の取り組み
について検討する。

①共同実施できる事業の検討
②広域化の取組の検討

１．２　効率的な組織機構の構築

年度計画

業務繁忙期等におけるグループ制の導入
について検討する。

①グループ制の導入検討

組織機構等改革部会

広域行政の取組
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番 号 １．３．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

運用

効果額（千円） － － － － －

番 号 １．３．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
①職員の問題意
識
   向上の方策研究
②他団体の制度
の
   研究
③提案件数

③提案件数の
   目標値
       　年間15件

③提案件数の
   目標値
   　    年間15件

③提案件数の
   目標値
  　     年間20件

③提案件数の
   目標値
   　    年間20件

効果額（千円） － － － － －

番 号 １．３．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

実施

見直し

効果額（千円） － － － － －

人材育成基本方針に基づき、職員研修の
充実、県及び民間企業との人事交流・派
遣研修を実施する。また、職場風土や仕事
の推進プロセスの改善等を行い、職員の
意識改革に努め、人材育成を推進する。

①人材育成基本方針の運用
②人事交流・派遣研修の実施
③自治大学校での研修

１．３　職員の意識改革と人材育成の推進

総務課

人材育成の推進

人事評価制度の充実

職員の能力を伸ばし、組織全体の活力を
高めるため、人事評価制度の充実に努め
る。

①人事評価制度の運用

職員の行政運営に対する参加意識を醸成
するとともに、職員の政策形成能力の向
上・意識改革を図り組織の活性化に資す
る。

①職員の問題意識の向上
②他団体の制度の研究
③提案件数の目標値の設定

年度計画

総務課

職員提案制度の推進

年度計画

年度計画

総務課
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番 号 １．４．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

・基幹業務システ
 ム及び内部事務
 システムの最適化
・業務全体最適化
 への取組み

効果額（千円） － － － － －

番 号 １．４．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
・電子申請の普
  及、業務拡充へ
  の取組
・ＩＣＴ活用による住
  民サービス向上
  策の検討・導入

効果額（千円） － － － － －

番 号 ２．１．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

計画策定

進行管理

効果額（千円） － － － － －

１．４　電子自治体の推進

総務課・関係各課

情報化計画の推進

「情報化計画」に基づき、情報発信形態の拡充
や広域的な情報化の推進に努め、行政手続等
に係る業務の処理や手順の効率化・簡素化の
ため、業務改革による業務及び情報システムに
ついての全体的な最適化を図る。

①基幹業務システムの最適化による業務
   の効率化及び住民サービス向上
②内部事務システムの最適化による事務
   の簡素化、効率化
③システム最適化と合わせた業務の全体
　 最適化による業務手続等の改善及び住
   民サービスの向上

財政課

財政改善計画の策定と推進

行政手続きのオンライン化の普及や住民
基本台帳カード等の多目的活用等情報通
信技術を活用した住民サービスの向上を
図る。

①電子申請の普及、業務拡充
②住民基本台帳カードの多目的
　 利用等情報通信技術を活用し
    た住民サービスの拡大

年度計画

２　持続可能な財政基盤の構築

２．１　経費の節減合理化等財政の健全化

年度計画

総務課・関係各課

情報通信技術を活用した住民サービスの向上

自主的かつ主体的に財政構造の改善に努
めるため、財政改善計画を策定し、財政の
健全化を推進する。

①計画策定
②進行管理

年度計画

27年度目標
基金残高  24億8,300万円
　・財調、市債管理
　　　　　　　　8億3,700万
円
　・その他特目
　　　　　　　16億4,600万円
市債残高 190億2,400万円
実質公債費比率    13.1％
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番 号 ２．１．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

評価・検証

効果額（千円） － － － － －

番 号 ２．１．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

経常的物件費の
見直し

効果額（千円） 8,000 16,000 24,000 32,000 40,000

番 号 ２．１．４ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

財政事情の公表
（5月・11月）
財務書類４表の
作成・公表（3月）

効果額（千円） － － － － －

財政基盤改善部会

補助金等交付制度の検証・適正化

補助金等の必要性、費用対効果、経費負
担のあり方等の検証を行い、適正化を図
る。

①必要性・事業効果の評価
②交付基準との整合性を図る

事務経費の精査により経常的物件費の削
減に取り組む。

①経常的物件費の見直し

年度計画
対前年度比１％ずつ
削減。

年度計画

財政課

物件費の削減

年度計画

財政課

財政状況の公表

財政事情及び公会計制度に基づく財務書
類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、資
金収支計算書、純資産変動計算書）を作
成し、市の財政状況を分析し公表する。

①財政事情の公表
②財務書類４表の公表
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番 号 ２．２．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
①H２４～２６で評価を
実施する事務事業の
選定及び評価の実施
②外部評価の検討
③政策施策評価の検
討

　

①Ｈ２７～２９で
評価を実施する事務
事業の選定及び運用

　

効果額（千円） － － － － －

番 号 ２．２．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

事務事業（個別
事業）の見直し 　 　

効果額（千円） 184 330 6,150 5,870 5,927

番 号 ２．３．1 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

①～⑧の実施

⑨～⑪の実施

効果額（千円） 2,900 2,900 2,900 2,900 2,900

２．２　事務事業の見直し

２．３　積極的な財源確保の取組

税務課

市税の徴収率の向上

事務事業全般にわたって、事業のあり方を
精査し、再編や整理を進める。

①事務事業の見直し(個別事業）

事務改善部会

行政評価制度の推進

２１年度から本格施行となった行政評価制
度を更に推進し、事務事業の改善を図る。

①事務事業評価の継続実施
②外部評価検討
③政策施策評価の検討

年度計画

事務改善部会、関係各課

事務事業の再編・整理、統合・廃止

年度計画

税の徴収率の向上を図るため、納税者の
利便性の向上及び新規滞納者の抑制を図
るとともに、滞納整理を強化し、滞納者の
効率的な管理と徴収に努める。

①日曜窓口の設置　②口座振替の推進
③夜間徴収及び臨戸徴収の実施　④催告
書及び電話による催告の強化　⑤滞納処
分の強化　⑥滞納管理システムの活用
⑦徴収体制の強化　⑧滞納整理指導官の
活用　⑨動産・不動産公売の実施　⑩住民
税特別徴収の推進　⑪納期の見直し

年度計画
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番 号 ２．３．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

①～③の実施

効果額（千円） 1,650 1,600 1,600 1,600 1,550

番 号 ２．３．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

見直しの検討

効果額（千円） － － － － －

番 号 ２．３．４ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
台帳整備（通年）

対象物件の測
量，不動産鑑
定，公売

効果額（千円） 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

財政の健全化と地域活性化のため、市有
財産の有効活用及び処分について検討す
る。使用計画がないものについては、直ち
に処分の手続きに入る。（普通財産）

①現状把握（公有財産の利用･処
　 分状況の調査）
②利用処分計画の策定
③処分の準備（測量、鑑定等）
④処分の実施

年度計画

年度計画

財政基盤改善部会

使用料・手数料の見直し

受益者負担の適正化・公平性を図るため
の見直しを検討する。

①見直しの検討

福祉課、都市計画課、教委総務課

料金等の徴収率の向上

財政基盤改善部会

市有財産の有効活用

年度計画 保育料
住宅使用料
奨学金返還金

保育料、住宅使用料、奨学金返還金につ
いて、納入者の利便の向上及び新規滞納
者の抑制を図るとともに、滞納整理を強化
し、滞納者の効率的な管理と徴収に努め
る。

①夜間徴収及び臨戸徴収の強化
②催告書・電話による催告の強化
③現金納付から口座振替への変
   更
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番 号 ２．３．５ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

①既事業の推進
②検討
③実施

効果額（千円） 1,388 1,388 1,388 1,388 1,388

番 号 ２．３．６ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

推進

効果額（千円） － － － － －

番 号 ２．４．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

他市の状況
調査・検討
順次実施

　

効果額（千円） － － － － －

西薩中核工業団地等への企業誘致を強力
に推進し、産業の活性化、働く場の確保等
を図る。

①企業誘致の取組の推進

年度計画

自主財源を安定的に確保するため、新た
な財源確保の取組を行う。

①これまで取り組んできた財源確
　 保策の推進
②新たな財源の検討
③新たな財源確保の取組実施

年度計画

政策課

企業誘致の促進

財政基盤改善部会、関係各課等

新たな財源の確保

事務事業の必要性及び公と民との役割分
担を見極め、事業全般にわたり民間委託
の措置を検討する。

①他市における民間委託の状況
　 の把握
②事務事業の外部委託の検討

年度計画

２．４　民間委託等の推進

事務改善部会

民間委託の推進
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番 号 ２．４．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

更新　２９
新規　　０
累計　８３
効果の検証

更新　１４
新規　　１
累計　８４

更新　４０
新規　　８
累計　９２

更新　１９
新規　　２
累計　９４

更新　　５
新規　　０
累計　９４

効果額（千円） － － － － －

番 号 ２．４．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

検討
検証

効果額（千円） － － － － －

番 号 ２．４．４ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

研究
検討

効果額（千円） － － － － －

公の施設管理方針に基づき、施設管理の
あり方について検証し、指定管理者制度等
の導入を推進する。

①指定管理の効果の検証
②指定管理の更新・検討

年度計画

年度計画

施設管理等改革部会

施設等の利用促進及び民営化

合併により重複する施設の統廃合や民間
と競合する施設、利用頻度の低い施設に
ついて、利用実態や利用者の動向を把握
し、民営化等の検討を行う。

①旧土川小学校の有効活用・民間譲
　 渡などの検討
②市来学校給食センターの有効活
　 用・民間譲渡などの検討
③生福保育所の民間譲渡の検討
④利用頻度の低い公共施設の検証

施設管理等改革部会

指定管理者制度等の推進

施設管理等改革部会

ＰＦＩ事業の検討

今後予定される市有施設の建設、運営等
について、民間の資金、経営能力、技術的
能力を活用して行うＰＦＩ事業が導入できな
いか検討する。

①ＰＦＩ事業を導入する施設の有無
　 の検討
②ＰＦＩ法の研究

年度計画
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番 号 ２．４．５ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

①市場化テスト
　 の調査・研究

②公共サービス
   の調査・把握

　
③公共サービス
   の実施の必要
   性の検討

　

効果額（千円） － － － － －

番 号 ２．５．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

運用

効果額（千円） 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

番 号 ２．５．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考
事業の厳選

普通建設事業費
の一般財源充当
額337,500千円

効果額（千円） － － － － －

２．５　公共工事の取組

都市計画課・土木課・上下水道課・農政課・産業経済課

公共工事コストの縮減

公共工事のコスト削減を図るため、公共工
事コスト縮減行動計画を実施する。

①公共工事コスト縮減実施調書を
　 基に公共工事のコスト縮減率を
   算出。削減目標５%。

年度計画

年度計画

財政課

普通建設事業の厳選

有利な財源の活用が可能な普通建設事業
を厳選し、効率的、効果的な事業に取り組
む。

①普通建設事業の検討

公共サービスにおいて、官と民の競争入
札を導入し、「民でできるものは民へ」の基
本姿勢を具体化し、公共サービスの質の
維持向上、経費節減を図るための市場化
テストについて研究する。

①市場化テストの調査・研究
②公共サービスの調査・把握
③公共サービスの実施の必要性
　 の検討

年度計画

事務改善部会

市場化テストの研究
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番 号 ２．５．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

検討
改善

効果額（千円） － － － － －

番 号 ２．６．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

先行取得用地の
買戻し

効果額（千円） -15,000 -15,000 -15,000 -15,000 -15,000

番 号 ２．６．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 備考

分譲促進

効果額（千円） 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

財政課

入札制度の改善

入札に関する更なる透明性を確保するた
め、制度の改善に努める。

①電子入札の更なる拡大
②入札情報公開の改善

土地開発公社の先行取得用地の買戻し

市の事業実施のため先行取得した用地の
うち、5年以上経過している土地等につい
て、市の計画的な買戻しを行う。

①先行取得用地の買取り

年度計画

年度計画

２．６　地方公営企業等の経営健全化

財政課

年度計画

財政課

土地開発公社分譲地の販売促進

分譲土地の価格等の見直しを行いなが
ら、販売促進に努める。

①市広報紙及びHP等への掲載
②県宅建協会との協定
③ハウスメーカーへの情報提供
④戸別チラシの投げ入れ
　（市内・外の借家住宅）
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番 号 ２．６．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

①～②の実施

効果額（千円） － － － － －

番 号 ２．６．４ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

①～③の実施

効果額（千円） 33,600 35,900 38,300 40,700 43,100

番 号 ２．６．５ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

①，②の実施

効果額（千円） － － － － －

上下水道課

水道事業の経営健全化の推進

水道事業の経営について総点検し、事業
内容の分析を行うなど、経営健全化に努
める。

①維持管理費の縮減
②水道使用料の徴収率の向上

下水道事業会計の健全な運営を目指すた
め、料金改定を行うとともに、使用料等の
徴収率の向上に努める。

①使用料改定
②下水道使用料の徴収率の向上
③受益者負担金の徴収率の向上

年度計画

年度計画

上下水道課

公共下水道事業の経営健全化の推進

年度計画

健康増進課、税務課

国民健康保険・介護保険事業の経営健全化の推進

国民健康保険及び介護保険特別会計の
経営健全化を推進する。

①国民健康保険税の徴収率の向
　 上
②介護保険料の徴収率の向上
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番 号 ３．１．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

実施・検証

効果額（千円） － － － － －

番 号 ３．１．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

実施・検証

効果額（千円） － － － － －

番 号 ３．１．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

実施・検証

効果額（千円） － － － － －

３　市民サービスの向上と共生・協働の推進

３．１　市民サービスの向上

年度末等の時間外・休日窓口の取組

年度末・年度始めにおける時間外、休日窓
口を設置し、市民サービス向上に努める。

①年度末・始めにおける休日窓口
　 の設置

年度計画

年度計画

総務課

総務課

フロアマネージャーの充実

年度末・年度始めの混雑時にフロアマネー
ジャーを設置する。

①年度末・年度始めにおける各課
　 輪番制での対応

年度計画

総務課・市民サービス向上部会

職員の接遇の向上

接客・電話対応など、市民への親切、細や
かな対応を心掛ける。

①市職員接遇マニュアルの履行
②接遇研修の実施
③市民サービスアンケートの実施
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番 号 ３．１．４ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

実施・検証

効果額（千円） － － － － －

番 号 ３．１．５ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

現状調査
・検証
・見直し案検討

効果額（千円） － － － － －

番 号 ３．２．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

効果額（千円） － － － － －

自治振興課

住民自治組織の設置・支援

窓口業務等公共サービスの検証・見直し

住民サービスの向上を図るため、総合窓
口の検証を行い、公共サービスの見直しを
検討する。

①総合窓口の検証・見直し

年度計画

職場環境の美化

各職場における整理整頓に努め、職場環
境の美化を図るとともに、整理意識の改革
を図る。

①部会による定期的な点検を実
　 施し、 職員の整理意識を高め
　 る。

年度計画

総務課・市民サービス向上部会

市民サービス向上部会

市内各地区に、地域の課題に対応する「ま
ちづくり協議会（仮称）」を設置する。将来
的には地域内分権の受け皿としても対応
できる機関とする。

①地区への説明会の実施
②まちづくり協議会準備委員会の
　 設置
③まちづくり協議会の設置

年度計画

３．２　市民と行政の協働の推進

①説明会の開催

②準備委員会の設置

③まちづくり協議会の設置
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番 号 ３．２．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

効果額（千円） － － － － －

番 号 ３．２．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

効果額（千円） － － － － －

番 号 ３．２．４ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

効果額（千円） － － － － －

①地区への移譲事務、移譲財源
　 の検討
②自治基本条例（仮称）の検討

自治振興課

地域内分権の推進

行政が持っている権限・財源のうち、地区
で行う方が効率的な事業を中心に、まちづ
くり協議会（仮称）へ移譲を進めていく。

まちづくり協議会（仮称）に情報提供、助言
を行う地区担当職員制度のほか、各種補
助制度を設ける。また、市民団体のまちづ
くりに対する財政的支援制度を設ける。

①地区担当職員制度の整備
②地区担当職員の配置
③まちづくり協議会への補助制度
　 の整備
④提案公募型まちづくり補助金制
　 度の整備

自治振興課

地区担当職員制度、財政支援制度の創設

自治振興課

地区まちづくり活動の推進

年度計画

年度計画

まちづくり協議会（仮称）において、地区の
将来像や課題を「地区まちづくり計画」にま
とめ、計画に基づき各種取り組みを進め
る。

①地区まちづくり計画の策定
②地区まちづくり計画に基づく事
   業実施

年度計画
①まちづくり計画の策定

②計画に基づく事業実施

①担当職員制度の整備

②担当職員の設置

③協議会への補助制度の整備

④提案公募型補助制度の整備

①移譲事務、財源の検討
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番 号 ３．２．５ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

・運用

効果額（千円） － － － － －

番 号 ３．３．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

下名地区：実施
上名、大里地区：
現況調査、検討

上名、大里地区：
実施

効果額（千円） － － － － －

番 号 ３．４．１ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

・市政報告会の
  開催

効果額（千円） － － － － －

３．４　公正・透明な行政の推進

政策課

市政報告会の開催

市長が地域に出向き、市政の報告及び特
定の行政課題に関し、市長と市民が気軽
に意見交換を行う「市政報告会」を推進す
る。

①「市政報告会」の開催

年度計画

政策課

パブリックコメント制度の推進

住居表示について、公民館名を利用した
町名等に変更するなど、市民にわかりやす
いように改善を図る。

①現況調査及び素案の検討
②住民説明会の実施
③住居表示の変更実施

政策形成の過程において、計画等の素案
を公表し、市民から意見の聴取を行い、各
種計画の決定に役立てる。

①パブリックコメント制度の運用

年度計画
下名地区：
　　　23年度で完了
上名、大里地区：
　　　24年度で完了

年度計画

３．３　住民表示の改善

都市計画課

住居表示の改善
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番 号 ３．４．２ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

①講座の見直し
   検討
②市広報紙等に
   よる情報提供

効果額（千円） － － － － －

番 号 ３．４．３ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

①ホームページ
　 等の情報内容
   の更新
②積極的な情報
   の提供

効果額（千円） － － － － －

番 号 ３．４．４ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

他市の状況
調査・検討

効果額（千円） － － － － －

年度計画

公正の確保及び透明性の向上を図るた
め、監査機能の充実に努める。
例月出納検査及び定期監査等を公正透明
性の向上を図りながら監査機能の充実に
努める。

①他市における監査機能の状況
　 把握

監査事務局

監査制度の充実・強化

社会教育課

出前講座の充実

年度計画

年度計画

総務課

ホームページ等の活用による情報提供の推進

広く市民に周知するため、各課による情報
の提供を推進し、ホームページの利用を促
進する。

①ホームページ等の情報内容の
　 更新（情報の整理）
②各課による積極的な情報の提
　 供

市民の関心の高い施策・事業・制度等の
テーマを設定し、市民からの申込みにより
出向いて説明する出前講座の充実を図
る。

①各課に依頼して講座メニュー
   の見直し
②市広報紙等による情報提供
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番 号 ３．４．５ 所 管

項 目 名

内 容 具体的取組

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

・市民等との懇談
 会及び夜間・休日
 議会の検討・協議
・議会中継システ
 ムの導入

効果額（千円） － － － － －

年度計画
・議会報告会は平成
20
  年度から実施

議会事務局

開かれた議会づくり

市民に開かれた議会づくりを進める。

①住民や住民団体との懇談会の
　 検討
②夜間，休日議会についての検
討
③議会中継システムの導入
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歳入の確保 市税等の徴収対策

７，９４４万円 ２，２５０万円

財産の有効利用

５，０００万円

新たな財源の確保

６９４万円

歳出の削減 人件費の削減

９億８，８１４万円 ６億　　８０８万円

物件費等の削減

１億２，０００万円

事務事業の見直し

１，８４６万円

普通建設事業費の抑制

５，０００万円

その他

１億９，１６０万円

・地方公営企業、特別会計事業の経営健
　全化
・土地開発公社の経営健全化

・公共工事コストの縮減
・普通建設事業の厳選

　　Ⅱに掲げる施策を行うことによる財政効果額は次のとおりです。
　　なお、これらの施策を行った場合でも、財源不足は完全に解消されず、収支バランスがと
　れない状況であることから、更なる歳出削減に努めます。

行政改革による財政効果額の合計

１０億６，７５８万円

・市税の徴収率の向上
・保育料・住宅使用料等の徴収率の向上

・市有財産の有効利用
・施設等の利用促進及び民営化

・新たな財源確保の取組
・使用料・手数料の見直し

・定員適正化計画の推進
・給与の適正化
・組織機構の再編・整備

・物件費の削減
・補助金等交付制度の検証・適正化

・事務事業の再編・整理、統合・廃止
・民間委託の推進
・指定管理者制度の推進

Ⅲ 行政改革による財政効果
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